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市町村を範囲として国民健康保険組合が全国に組織されていく｡ 1940年
には地方分与税という恒久的な財政調整の制度化が行われた｡













｢総力戦｣ を経験した国は世界史の中でも絞られてくる｡ さらには, この
総力戦に敗北し, 無条件降伏を行い, 戦勝国による徹底的な ｢占領改革｣
を経験した国はさらに少なくなる｡ 日本はそのような国なのであり, 比較
を行おうにも対象国の数 (Ｎ) が限られ, スモールＮの事例となるのであ
る｡
もちろん以下に見るように, 占領軍が全てを思い通りになしたわけでは
ないし, 占領が終了した跡にいわゆる ｢逆コース｣ の時代があった｡ しか
しながら, 憲法体制は変更させられ, 国会が国権の最高機関となり, 市町
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が, 行われていたかは疑問である｡















(例えば, 天川2017, 市川2012, 稲垣2015)｡ 本稿は, 天川晃氏が戦後の
地方自治制度の発展を2017年にまとめられた遺作に依るところが大きい｡
まずこの時の分権化は, いくつかの段階を経て行われた｡ このことは多
くの研究でも取り上げられているが, 本稿ではその順番 (sequence) に
着目したい｡ ポール・ピアソンの 『ポリティクス・イン・タイム』 (ピア
ソン2010) 以来, 何が起こったかだけではなく, いつ起こったかも重要
であること, どのような順番で起こったのかも重要であることが指摘され
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その順番であるが, まず問題となったのは, 知事をどう選ぶのか, 知事
の身分は官吏 (国家公務員) なのか公吏 (地方公務員) なのか, 府県は市
町村と同じように完全自治体になるのかという点である｡ これは日本国憲
法において地方自治に関して, どのような記述がなされるのかに関する議
論とともに進んでいった｡ 内務省としては, できるだけ ｢内務省―府県シ
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出先機関による分離的な行政回避にはある程度成功した｡ その結果が, 府


















拙稿 (北山2017) では, 明治期に成立した ｢内務省―府県システム｣,
そしてこれに対抗して戦時期に模索された ｢内閣―道州システム｣ の対抗
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て, ブロック単位で設けられたものであるが, 道州制が成立したわけでは
なかった｡ これらの展開においても, 府県の存在は前提とされ, 他省庁の
出先機関との連絡調整を強化しようとするものでしかなかったのである





に近い, 地方行政事務局を設置する意向であった (天川2017)｡ この当時












みならず, 都道府県も完全自治体となった｡ 市川喜崇が ｢機能的集権化｣
と対比させる, ｢包括的分権化｣ が行われた (市川2012)｡ この分権化は,





















末までの内務省の考えは, 選挙方法は, 府県会による間接選挙で行い, 従
前と変わらず, 知事の身分は官吏, すなわち府県は完全自治体とはならな
い, であった (天川2017, 92ページ)｡ 46年になると１月４日に公職追放




る｡ 憲法制定にあたっては, 民政局が大きく関与しながら行われた｡ 45
年12月８日に松本烝治国務相が ｢松本四原則｣ を発表し, 同時期には政
党を含む民間でも憲法草案がさかんに公表されている｡
翌46年２月１日には毎日新聞が ｢松本案｣ のスクープを行った｡ 民政





起草された｡ ハッシーが書いたとされる最初の草稿では, ｢知事, 市町村
長, その他の吏員の直接公選 (direct popular vote) が存在していた｡
この民政局の憲法草案がさっそく２月13日には松本国務相ら日本政府
に手交された｡ 22日の閣議で総司令部案の受容が決定され, ここからこ
れに基づいて, 日本側での改正案の起草が始まる｡ この過程では, 政府草
論
説
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案の策定は法制局の担当者である佐藤達夫が中心となり, 内務省に対して
も ｢極秘｣ 裡に進められた (天川2017, 148ページ) ので, 内務省の関与
はない｡ この結果, 現行憲法に見られるような条文が整備されていく｡ 日
本側草案について３月４日から５日にかけて民政局側とのやり取りがなさ
れた｡ ここでも, 民政局から, 知事や市町村長などについて, ｢直接選挙
にすべし｣ との確認があった｡ ３月６日には, ｢憲法改正草案要綱｣ が発
表された｡
内務省はこれに対して, 憲法要綱にある ｢地方公共団体の長｣ の ｢直接
公選｣ をたんなる ｢公選｣ にできないか, と法制局に交渉するように要望
した｡ しかし民政局は, これは重大な課題であるとして, 修正はされなかっ













閣議決定され, ７月２日に第90帝国議会に提出された｡ なお, この議会
は, 憲法改正が中心審議となったものである｡ この改正案では, 直接選挙
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極力これを府県に統合すること｣ として, 否定的であった｡ これらの点は,
内務省にとっても受け入れられるものであった｡ 内務省として困るのは,













道府県を ｢上級自治団体｣ とすることとした｡ これによって府県知事が市
町村に対して監督権を持つことが可能としていた｡
この答申では, 現行の多元的な地方制度に関する法に代えて, 単一の地









法と政治 69巻 1号 (2018年 6月) 71(71)





をどうするのかが重要である｡ １月段階では, 府県と特別市が, ｢現在の
官制により地方長官その他特別行政機関の所管している警察その他の国政
事務を処理する｣ としており, 別表を設け, 廃止すべき８つの特別地方行
政官庁をあげて, その所管事務を都道府県と特別市に処理させるとしてい
た｡
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の府県での処理を継続する方法を探ろうとしていた (天川2017, 215ペー


















たのである｡ これとは対照的に, 民政局も, 知事に対する機関委任事務に
関する主務大臣の指揮監督権は排除しようとしなかったし, むしろ積極的
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省の志向と一致する, 分離方式への反対はこのような形で残されていった
のである｡ 出先機関ではなく, 府県が国政事務を執行するという意味での
｢内務省―府県システム｣ は継承されている｡ しかし, 内務省の一般的な
監督権はなくなり, そして都道府県知事は, 直接公選の公吏 (地方公務員)
となる大きな変化があった｡
















て, ｢内務省の機構改革に関する件｣ が閣議了解となった｡ ここでは, 内
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な改革案の提出が求められた｡ そして, 内務省は解体され, 地方局が地方
自治委員会, 警保局と調査局が公安庁, 国土局が建設院となり, 総理庁の
外局となるという構想が準備されていく｡ そしてこの内務省を解体するこ
の案が６月27日の閣議で決定された｡
次に, 警察改革が続いた｡ これについては, 民政局と連合国軍最高司令
官総司令部の参謀第二部 (G2) の公安課との間で激しい争いが繰り広げ
られた｡ 警察をどの程度どのように分権化するのか, 国家警察が残るのか
否かが焦点であった｡ ９月５日になって, マッカーサー, ホイットニー民





案がえられた (天川2017, 255ページ)｡ いうまでもなく, 民政局がより
徹底的に警察組織を分権化することを求めて, G2と対立したのである｡
内務省の解体に戻ると, 47年８月９日に解体関連の３法案が衆議院に
提出されている｡ この後も, 民政局の要請が続いたため, 内務省の後継組














る｡ したがって, これには内務省として対応が行われている｡ これは内務
省の消滅の翌日の48年１月１日から施行された｡
戦後の自治体の総合行政という本稿の関心からは, 地方出先機関に関す
る改正がある｡ 民政局から156条に関して, ｢地方出先機関の設置は, 国
会の承認を必要とし, その承認のないものは知事が否認することができる








































本稿が注目するのは, その出来事の順番 (sequence) である (ピアソ
ン2010, 西岡2014)｡ 内務省は解体までの間, 自らの政策志向を実現しよ
うと努めていた｡ 知事については, 府県会による間接的な選出, そして官
吏のままという身分を望んだが, 占領改革のなかでそれらは実現されなかっ





たが, ある程度は, 実現されたように思われる｡ そしてそのような地方自
治法が公布, 施行されてから内務省が消滅した｡
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であろう (同時期の出先機関の動向については, 市川2012, 157166ペー
ジに詳しい)｡ こうすれば, 府県による総合行政は難しくなっていたよう





置 (稲垣2007, 2015) である｡ 府県庁内の開発行政の専門機関としての
確立をめざし, 1970年にはすべての府県で企画担当部局の部への移行が











































それに成功した｡ しかしながら, 内務省は, 間接的な選挙による官吏たる
知事および, 地方自治体への一般的な監督権は実現することができず, ほ
かならぬ本体である内務省自体が廃止されることになった｡ こうして戦後
は, 市町村, 都道府県がともに, 総合行政を進めていくことになった｡
一度このことが確立すると, 戦後の社会経済の発展において現れてきた新
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学区に分けて, 学区教育委員会を設け, 区内の学校教育・社会教育の分権















ある｡ しかし, アメリカ的な学区の制度が取られず, 市町村の単位が学校
の教育委員会の単位と重なっている｡ 異なるのは, 一部事務組合なので学
校を作る場合だけである｡ アメリカの多くの州では, 学区は市町村, 郡,
州などの一般目的の政府機関とは異なる, 単一目的の, 課税権を持つ政府
機関となっている｡ 州によっては, 州や市町村が学区を完全にコントロー
ルしているが, 多くの地域では, そうなっていない｡ この場合には, 市町
村が総合行政を行うことは困難となるのであるが, このような方式は輸入
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いわれる｡ そこでまず1951年の法改正で, 住民投票を行い, 自治体警察
の存廃, 国家地方警察への吸収を決することができるようになった｡ その
後, 多くの自治体警察が廃止され, 大阪市警視庁を筆頭に, 大都市の自治
論
説









る｡ 金井が指摘するように, これは ｢内務省―府県システム｣ の中におい
て官選知事が内務官僚の中から任用されていたのと著しく似た方法であり,
地方行政一般ではなく, 警察行政の中に ｢内務省―府県システム｣ が生き
残っていると言えそうなほどである｡ 金井はこれを ｢官選警察知事 (警視











これに比較すると, 消防では, 1948年に消防組織法が施行され, 市町
村の所管となった (永田2014)｡ 所掌事務拡張型の分権化が行われたので
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The Origin of Local Governments with Capacity for
Comprehensive Administration
The Case of the Postwar Reform
Toshiya Kitayama
Following the previous article of mine in 2017, this one examines the post-
war reform period. It argues that the sequence of the postwar reforms,
which included the democratization and decentralization, has made possible
the local governments with the capacity for comprehensive administration.
Home Ministry attempted to prevent the field agencies of the other minis-
tries so that the prefectures and municipal governments could pursue com-
prehensive administration, before it was abolished. This article demonstrates
that the sequence of the events (The direct election of governors, the enact-
ment of Local Government Law, and the abolishment of the Home Ministry)
was critical for this postwar development of local governments.
